
 

令和５年１０月６日 

総 務 部 職 員 課 

 

パートナーシップ関係にある職員の給与等制度における取扱いについて 

 

１ 趣旨 

特別区統一交渉結果を踏まえ、配偶者を対象に含む給与・休暇休業等制度

について、パートナーシップ関係の相手方を対象に加え、配偶者と同等の取

扱いとするため、関係条例の規定整備を行う。 

※ パートナーシップ関係とは 

双方又はいずれか一方が性的マイノリティであり、互いを人生のパート

ナーとして、相互の人権を尊重し、日常の生活において継続的に協力し合

うことを約した二者間の関係その他の婚姻関係に相当すると任命権者が認

める二者間の関係をいう。また、その相手方を「パートナーシップ関係の

相手方」という。 

 

２ 改正概要 

別紙を参照 

 

３ 改正条例 

下表のとおり 

№ 改正条例 施行予定日 

１ 江東区職員の育児休業等に関する条例 

令和５年１１月１日 

２ 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例 

３ 江東区職員の給与に関する条例 

４ 江東区職員の退職手当に関する条例 

５ 江東区職員の旅費に関する条例 
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令和５年１０月６日 

総 務 部 職 員 課 

 

江東区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて（概要） 

 

１ 改正の理由 

パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取扱いとするため、条例

の一部を改正する。 

 

２ 改正の概要 

1) 非常勤職員のパートナーシップ関係の相手方が特定の時期に育児休業を

取得している場合等に、最長で子が２歳に達するまで育児休業を取得でき

るものとする。 

2) パートナーシップ関係の相手方が負傷又は疾病により入院した場合等に、

再度の育児休業の取得、育児休業期間の再度の延長等ができるものとする。 

3) 任命権者が育児休業に関する制度周知及び取得意向の確認を行う場合と

して、パートナーシップ関係の相手方の妊娠又は出産の申し出があった場

合を加える。 

 

３ 施行期日 

令和５年１１月１日 

別紙 1

3



江東区職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 

第１条～第２条の２ （略） 第１条～第２条の２ （略） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育す

る子の１歳到達日以前のいずれかの日にお

いて当該子を養育するために育児休業法そ

の他の法律の規定による育児休業（以下こ

の条及び次条において「地方等育児休業」と

いう。）をしている場合において当該非常勤

職員が当該子について育児休業をしようと

する場合（当該育児休業の期間の初日とさ

れた日が当該子の１歳到達日の翌日後であ

る場合又は当該地方等育児休業の期間の初

日前である場合を除く。） 当該子が１歳２

か月に達する日（当該日が当該育児休業の

期間の初日とされた日から起算して育児休

業等可能日数（当該子の出生の日から当該

子の１歳到達日までの日数をいう。）から育

児休業等取得日数（当該子の出生の日以後

当該非常勤職員が労働基準法（昭和２２年

法律第４９号）第６５条第１項又は第２項

の規定により勤務しなかった日数と当該子

について育児休業をした日数を合算した日

数をいう。）を差し引いた日数を経過する日

より後の日であるときは、当該経過する日） 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下同じ。）又はパートナーシップ関係

（双方又はいずれか一方が性的マイノリテ

ィであり、互いを人生のパートナーとして、

相互の人権を尊重し、日常の生活において

継続的に協力し合うことを約した二者間の

関係その他の婚姻関係に相当すると任命権

者が認める二者間の関係をいう。）の相手方

（以下「パートナーシップ関係の相手方」と

いう。）が当該非常勤職員の養育する子の１

歳到達日以前のいずれかの日において当該

子を養育するために育児休業法その他の法

律の規定による育児休業（以下この条及び

次条において「地方等育児休業」という。）

をしている場合において当該非常勤職員が

当該子について育児休業をしようとする場

合（当該育児休業の期間の初日とされた日

が当該子の１歳到達日の翌日後である場合

又は当該地方等育児休業の期間の初日前で

ある場合を除く。） 当該子が１歳２か月に

達する日（当該日が当該育児休業の期間の

初日とされた日から起算して育児休業等可

能日数（当該子の出生の日から当該子の１

歳到達日までの日数をいう。）から育児休業

等取得日数（当該子の出生の日以後当該非

常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第

４９号）第６５条第１項又は第２項の規定

により勤務しなかった日数と当該子につい

て育児休業をした日数を合算した日数をい

う。）を差し引いた日数を経過する日より後

の日であるときは、当該経過する日） 
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(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を

養育する非常勤職員が、次に掲げる場合の

いずれにも該当する場合（当該子について

この号に掲げる場合に該当して育児休業を

している場合であって第３条第７号に掲げ

る事情に該当するときはイ及びウに掲げる

場合に該当する場合、規則で定める特別の

事情がある場合にあってはウに掲げる場合

に該当する場合） 当該子の１歳６か月到

達日 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を

養育する非常勤職員が、次に掲げる場合の

いずれにも該当する場合（当該子について

この号に掲げる場合に該当して育児休業を

している場合であって第３条第７号に掲げ

る事情に該当するときはイ及びウに掲げる

場合に該当する場合、規則で定める特別の

事情がある場合にあってはウに掲げる場合

に該当する場合） 当該子の１歳６か月到

達日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に

該当してする育児休業又は当該非常勤職

員の配偶者が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日（当該育児休業の

期間の末日とされた日と当該地方等育児

休業の期間の末日とされた日が異なると

きは、そのいずれかの日））の翌日（当該

配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当して地方等育児休業

をする場合にあっては、当該地方等育児

休業の期間の末日とされた日の翌日以前

の日）を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に

該当してする育児休業又は当該非常勤職

員の配偶者若しくはパートナーシップ関

係の相手方が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日（当該育児休業の

期間の末日とされた日と当該地方等育児

休業の期間の末日とされた日が異なると

きは、そのいずれかの日））の翌日（当該

配偶者若しくはパートナーシップ関係の

相手方がこの号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当して地方等育児休業

をする場合にあっては、当該地方等育児

休業の期間の末日とされた日の翌日以前

の日）を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において育児休業をして

いる場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号

に掲げる場合又はこれに相当する場合に

該当してする地方等育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とされた

イ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において育児休業をして

いる場合又は当該非常勤職員の配偶者若

しくはパートナーシップ関係の相手方が

当該子の１歳到達日（当該配偶者若しく

はパートナーシップ関係の相手方が同号

に掲げる場合又はこれに相当する場合に

該当してする地方等育児休業の期間の末
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日）において地方等育児休業をしている

場合 

日とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とされた

日）において地方等育児休業をしている

場合 

ウ・エ （略） ウ・エ （略） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場

合） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場

合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める場合は、１歳６か月から２歳に達する

までの子を養育する非常勤職員が、次の各号

に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当

該子についてこの条の規定に該当して育児休

業をしている場合であって次条第７号に掲げ

る事情に該当するときは第２号及び第３号に

掲げる場合に該当する場合、規則で定める特

別の事情がある場合にあっては第３号に掲げ

る場合に該当する場合）とする。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める場合は、１歳６か月から２歳に達する

までの子を養育する非常勤職員が、次の各号

に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当

該子についてこの条の規定に該当して育児休

業をしている場合であって次条第７号に掲げ

る事情に該当するときは第２号及び第３号に

掲げる場合に該当する場合、規則で定める特

別の事情がある場合にあっては第３号に掲げ

る場合に該当する場合）とする。 

(1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到

達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者がこ

の条の規定に該当し、又はこれに相当する

場合に該当して地方等育児休業をする場合

にあっては、当該地方等育児休業の期間の

末日とされた日の翌日以前の日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようと

する場合 

(1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到

達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者若し

くはパートナーシップ関係の相手方がこの

条の規定に該当し、又はこれに相当する場

合に該当して地方等育児休業をする場合に

あっては、当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日の翌日以前の日）を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとす

る場合 

(2) 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の１歳６か月到達日において育児休業を

している場合又は当該非常勤職員の配偶者

が当該子の１歳６か月到達日において地方

等育児休業をしている場合 

(2) 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の１歳６か月到達日において育児休業を

している場合又は当該非常勤職員の配偶者

若しくはパートナーシップ関係の相手方が

当該子の１歳６か月到達日において地方等

育児休業をしている場合 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定

める特別の事情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定

める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次に掲げる事情と

する。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次に掲げる事情と

する。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 配偶者が負傷又は疾病により入院したこ (5) 配偶者又はパートナーシップ関係の相手
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と、配偶者と別居したこと、育児休業に係る

子について児童福祉法第３９条第１項に規

定する保育所、就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６

項に規定する認定こども園又は児童福祉法

第２４条第２項に規定する家庭的保育事業

等（以下「保育所等」という。）における保

育の利用を希望し、申込みを行っているが、

当面その実施が行われないことその他の育

児休業の終了時に予測することができなか

った事実が生じたことにより当該育児休業

に係る子について育児休業をしなければそ

の養育に著しい支障が生じることとなった

こと。 

方が負傷又は疾病により入院したこと、配

偶者又はパートナーシップ関係の相手方と

別居したこと、育児休業に係る子について

児童福祉法第３９条第１項に規定する保育

所、就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定す

る認定こども園又は児童福祉法第２４条第

２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保

育所等」という。）における保育の利用を希

望し、申込みを行っているが、当面その実施

が行われないことその他の育児休業の終了

時に予測することができなかった事実が生

じたことにより当該育児休業に係る子につ

いて育児休業をしなければその養育に著し

い支障が生じることとなったこと。 

(6)・(7) （略） (6)・(7) （略） 

第３条の２ （略） 第３条の２ （略） 

（育児休業の期間の再度の延長ができる特別の

事情） 

（育児休業の期間の再度の延長ができる特別の

事情） 

第４条 育児休業法第３条第２項の条例で定め

る特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病によ

り入院したこと、配偶者と別居したこと、育児

休業に係る子について保育所等における保育

の利用を希望し、申込みを行っているが、当面

その実施が行われないことその他の育児休業

の期間の延長の請求時に予測することができ

なかった事実が生じたことにより当該育児休

業に係る子について育児休業の期間の再度の

延長をしなければその養育に著しい支障が生

じることとなったこととする。 

第４条 育児休業法第３条第２項の条例で定め

る特別の事情は、配偶者又はパートナーシッ

プ関係の相手方が負傷又は疾病により入院し

たこと、配偶者又はパートナーシップ関係の

相手方と別居したこと、育児休業に係る子に

ついて保育所等における保育の利用を希望

し、申込みを行っているが、当面その実施が行

われないことその他の育児休業の期間の延長

の請求時に予測することができなかった事実

が生じたことにより当該育児休業に係る子に

ついて育児休業の期間の再度の延長をしなけ

ればその養育に著しい支障が生じることとな

ったこととする。 

第５条～第７条 （略） 第５条～第７条 （略） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算し

て１年を経過しない場合に育児短時間勤務をす

ることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算し

て１年を経過しない場合に育児短時間勤務をす

ることができる特別の事情） 

第８条 育児休業法第１０条第１項ただし書の

条例で定める特別の事情は、次に掲げる事情

とする。 

第８条 育児休業法第１０条第１項ただし書の

条例で定める特別の事情は、次に掲げる事情

とする。 
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(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

(7) 配偶者が負傷又は疾病により入院したこ

と、配偶者と別居したこと、育児短時間勤務

に係る子について保育所等における保育の

利用を希望し、申込みを行っているが、当面

その実施が行われないことその他の育児短

時間勤務の終了時に予測することができな

かった事実が生じたことにより当該育児短

時間勤務に係る子について育児短時間勤務

をしなければその養育に著しい支障が生じ

ることとなったこと。 

(7) 配偶者又はパートナーシップ関係の相手

方が負傷又は疾病により入院したこと、配

偶者又はパートナーシップ関係の相手方と

別居したこと、育児短時間勤務に係る子に

ついて保育所等における保育の利用を希望

し、申込みを行っているが、当面その実施が

行われないことその他の育児短時間勤務の

終了時に予測することができなかった事実

が生じたことにより当該育児短時間勤務に

係る子について育児短時間勤務をしなけれ

ばその養育に著しい支障が生じることとな

ったこと。 

第９条～第１７条 （略） 第９条～第１７条 （略） 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合

における措置等） 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合

における措置等） 

第１８条 任命権者は、職員が当該任命権者に

対し、当該職員又はその配偶者が妊娠し、又は

出産したことその他これに準ずるものとして

規則で定める事実を申し出たときは、当該職

員に対して、育児休業に関する制度その他の

規則で定める事項を知らせるとともに、育児

休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確

認するための面談その他の規則で定める措置

を講じなければならない。 

第１８条 任命権者は、職員が当該任命権者に

対し、当該職員又はその配偶者若しくはパー

トナーシップ関係の相手方が妊娠し、又は出

産したことその他これに準ずるものとして規

則で定める事実を申し出たときは、当該職員

に対して、育児休業に関する制度その他の規

則で定める事項を知らせるとともに、育児休

業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認

するための面談その他の規則で定める措置を

講じなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

第１９条・第２０条 （略） 第１９条・第２０条 （略） 

    附 則 

  この条例は、令和５年１１月１日から施行す

る。 
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令和５年１０月６日 

総 務 部 職 員 課 

 

江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正

する条例について（概要） 

 

１ 改正の理由 

パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取扱いとするため、条例

の一部を改正する。 

 

２ 改正の概要 

1) パートナーシップ関係の相手方が深夜において常態として子を養育する

ことができる場合等は、深夜勤務の制限の対象としない。 

2) 介護休暇の要件となる要介護者の範囲に、パートナーシップ関係の相手

方又はその父母を加える。 

 

３ 施行期日 

令和５年１１月１日 

別紙 2
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江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 

第１条～第９条 （略） 第１条～第９条 （略） 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限） （育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限） 

第９条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に

達するまでの子（民法（明治２９年法律第８９

号）第８１７条の２第１項の規定により職員

が当該職員との間における同項に規定する特

別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判

所に係属している場合に限る。）であって、当

該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３

号の規定により同法第６条の４第２号に規定

する養子縁組里親である職員に委託されてい

る児童その他これらに準ずる者として規則で

定める者を含む。以下この項並びに次条第１

項及び第３項並びに第９条の４第１項及び第

３項において同じ。）のある職員（職員の配偶

者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。以下同じ。）で当該子の

親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の

午前５時までの間をいう。以下同じ。）におい

て常態として当該子を養育することができる

ものとして規則で定める者に該当する場合に

おける当該職員を除く。）が当該子を養育する

ために請求した場合には、職務に支障がある

場合を除き、深夜における勤務をさせてはな

らない。 

第９条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に

達するまでの子（民法（明治２９年法律第８９

号）第８１７条の２第１項の規定により職員

が当該職員との間における同項に規定する特

別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判

所に係属している場合に限る。）であって、当

該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３

号の規定により同法第６条の４第２号に規定

する養子縁組里親である職員に委託されてい

る児童その他これらに準ずる者として規則で

定める者を含む。以下この項並びに次条第１

項及び第３項並びに第９条の４第１項及び第

３項において同じ。）のある職員（職員の配偶

者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。以下同じ。）又はパート

ナーシップ関係（双方又はいずれか一方が性

的マイノリティであり、互いを人生のパート

ナーとして、相互の人権を尊重し、日常の生活

において継続的に協力し合うことを約した二

者間の関係その他の婚姻関係に相当すると任

命権者が認める二者間の関係をいう。）の相手

方（以下「パートナーシップ関係の相手方」と

いう。）で当該子の親であるものが、深夜（午

後１０時から翌日の午前５時までの間をい

う。以下同じ。）において常態として当該子を

養育することができるものとして規則で定め

る者に該当する場合における当該職員を除

く。）が当該子を養育するために請求した場合

には、職務に支障がある場合を除き、深夜にお

ける勤務をさせてはならない。 

２ 前項の規定は、要介護者（第１６条第１項

に規定する日常生活を営むことに支障がある

者をいう。以下同じ。）を介護する職員につい

て準用する。この場合において、同項中「小学

２ 前項の規定は、要介護者（第１６条第１項

に規定する日常生活を営むことに支障がある

者をいう。以下同じ。）を介護する職員につい

て準用する。この場合において、同項中「小学
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校就学の始期に達するまでの子（民法（明治２

９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の

規定により職員が当該職員との間における同

項に規定する特別養子縁組の成立について家

庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事

審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該職員が現に監護するもの、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２

７条第１項第３号の規定により同法第６条の

４第２号に規定する養子縁組里親である職員

に委託されている児童その他これらに準ずる

者として規則で定める者を含む。以下この項

並びに次条第１項及び第３項並びに第９条の

４第１項及び第３項において同じ。）のある職

員（職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）で当該子の親であるものが、深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。

以下同じ。）において常態として当該子を養育

することができるものとして規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除く。）が

当該子を養育」とあるのは、「要介護者のある

職員が当該要介護者を介護」と読み替えるも

のとする。 

校就学の始期に達するまでの子（民法（明治２

９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の

規定により職員が当該職員との間における同

項に規定する特別養子縁組の成立について家

庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事

審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該職員が現に監護するもの、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２

７条第１項第３号の規定により同法第６条の

４第２号に規定する養子縁組里親である職員

に委託されている児童その他これらに準ずる

者として規則で定める者を含む。以下この項

並びに次条第１項及び第３項並びに第９条の

４第１項及び第３項において同じ。）のある職

員（職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）又はパートナーシップ関係（双方又はい

ずれか一方が性的マイノリティであり、互い

を人生のパートナーとして、相互の人権を尊

重し、日常の生活において継続的に協力し合

うことを約した二者間の関係その他の婚姻関

係に相当すると任命権者が認める二者間の関

係をいう。）の相手方（以下「パートナーシッ

プ関係の相手方」という。）で当該子の親であ

るものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５

時までの間をいう。以下同じ。）において常態

として当該子を養育することができるものと

して規則で定める者に該当する場合における

当該職員を除く。）が当該子を養育」とあるの

は、「要介護者のある職員が当該要介護者を介

護」と読み替えるものとする。 

３ （略） ３ （略） 

第９条の３～第１５条 （略） 第９条の３～第１５条 （略） 

（介護休暇） （介護休暇） 

第１６条 任命権者は、職員がその配偶者、父

母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で

負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むこ

とに支障があるものの介護をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇として、介護休暇（前条第１項に規

定するものを除く。以下この条において同

第１６条 任命権者は、職員がその配偶者又は

パートナーシップ関係の相手方、父母、子、配

偶者又はパートナーシップ関係の相手方の父

母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老

齢により日常生活を営むことに支障があるも

のの介護をするため、勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇とし
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じ。）を承認するものとする。 て、介護休暇（前条第１項に規定するものを除

く。以下この条において同じ。）を承認するも

のとする。 

２ （略） ２ （略） 

第１６条の２～第１９条 （略） 第１６条の２～第１９条 （略） 

    附 則 

  この条例は、令和５年１１月１日から施行す

る。 
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令和５年１０月６日 

総 務 部 職 員 課 

 

江東区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について

（概要） 

 

１ 改正の理由 

パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取扱いとするため、条例

の一部を改正する。 

 

２ 改正の概要 

1) 扶養手当の支給の対象となる扶養親族の範囲にパートナーシップ関係の

相手方を加える。 

2) 単身赴任手当の支給要件等にパートナーシップ関係の相手方を加える。 

3) 単身赴任手当を支給される職員に住居手当を支給する場合の要件にパー

トナーシップ関係の相手方を加える。 

4) 扶養手当の欠配一子に関わる特例措置※の対象となる要件にパートナー

シップ関係の相手方を加える。 

※欠配一子に関わる特例措置：平成３０年度から令和５年度末までの期間に１５歳未満の

欠配一子を扶養している場合に、扶養手当額を４,０００円加算し、１３,０００円支給

するもの。 

 

３ 施行期日 

令和５年１１月１日 

別紙 3
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江東区職員の給与に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 

第１条～第１１条の２ （略） 第１条～第１１条の２ （略） 

（扶養手当） （扶養手当） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に

生計のみちがなく、主としてその職員の扶養

を受けているものをいう。 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に

生計の途がなく主としてその職員の扶養を受

けているものをいう。 

(1) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下同じ。） 

(1) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）

又はパートナーシップ関係（双方又はいず

れか一方が性的マイノリティであり、互い

を人生のパートナーとして、相互の人権を

尊重し、日常の生活において継続的に協力

し合うことを約した二者間の関係その他の

婚姻関係に相当すると任命権者が認める二

者間の関係をいう。）の相手方（以下「パー

トナーシップ関係の相手方」という。） 

(2)～(6) （略） (2)～(6) （略） 

３・４ （略）  ３・４ （略） 

第１３条・第１３条の２ （略） 第１３条・第１３条の２ （略） 

（住居手当） （住居手当） 

第１３条の３ 住居手当は、次の各号のいずれ

かに該当する職員に支給する。 

第１３条の３ 住居手当は、次の各号のいずれ

かに該当する職員に支給する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第１４条の２第１項又は第３項の規定に

より単身赴任手当を支給される職員で、配

偶者（配偶者のない職員にあっては、満１８

歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にある子）が現に居住する住宅（公舎等

で規則で定めるものを除く。）に同居すると

きに世帯主となるもののうち、当該住宅を

借り受け、月額２万７，０００円以上の家賃

を支払っているもの 

(2) 第１４条の２第１項又は第３項の規定に

より単身赴任手当を支給される職員で、配

偶者又はパートナーシップ関係の相手方

（配偶者及びパートナーシップ関係の相手

方のいずれもない職員にあっては、満１８

歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にある子）が現に居住する住宅（公舎等

で規則で定めるものを除く。）に同居すると

きに世帯主となるもののうち、当該住宅を

借り受け、月額２万７，０００円以上の家賃

を支払っているもの 

２・３ （略）  ２・３ （略） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 
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（単身赴任手当） （単身赴任手当） 

第１４条の２ 公署を異にする異動又は在勤す

る公署の移転に伴い、住居を移転し、父母の疾

病その他の規則で定めるやむを得ない事情に

より、同居していた配偶者と別居することと

なった職員で、当該異動又は公署の移転の直

前の住居から当該異動又は公署の移転の直後

に在勤する公署に通勤することが通勤距離等

を考慮して規則で定める基準に照らして困難

であると認められるもののうち、単身で生活

することを常況とする職員には、単身赴任手

当を支給する。ただし、配偶者の住居から在勤

する公署に通勤することが、通勤距離等を考

慮して規則で定める基準に照らして困難であ

ると認められない場合は、この限りでない。 

第１４条の２ 公署を異にする異動又は在勤す

る公署の移転に伴い、住居を移転し、父母の疾

病その他の規則で定めるやむを得ない事情に

より、同居していた配偶者又はパートナーシ

ップ関係の相手方と別居することとなった職

員で、当該異動又は公署の移転の直前の住居

から当該異動又は公署の移転の直後に在勤す

る公署に通勤することが通勤距離等を考慮し

て規則で定める基準に照らして困難であると

認められるもののうち、単身で生活すること

を常況とする職員には、単身赴任手当を支給

する。ただし、配偶者又はパートナーシップ関

係の相手方の住居から在勤する公署に通勤す

ることが、通勤距離等を考慮して規則で定め

る基準に照らして困難であると認められない

場合は、この限りでない。 

２ 単身赴任手当の月額は、３万円（規則で定

めるところにより算定した職員の住居と配偶

者の住居との間の交通距離（以下「交通距離」

という。）が規則で定める距離以上である職員

にあっては、その額に、１万４，０００円を超

えない範囲内で交通距離の区分に応じて規則

で定める額を加算した額）とする。 

２ 単身赴任手当の月額は、３万円（規則で定

めるところにより算定した職員の住居と配偶

者又はパートナーシップ関係の相手方の住居

との間の交通距離（以下「交通距離」という。）

が規則で定める距離以上である職員にあって

は、その額に、１万４，０００円を超えない範

囲内で交通距離の区分に応じて規則で定める

額を加算した額）とする。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

第１５条～第２８条 （略） 第１５条～第２８条 （略） 

別表第１～別表第５ （略） 別表第１～別表第５ （略） 

 附 則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、令和５年１１月１日から施行

する。 

 （江東区職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例の一部改正） 

 ２ 江東区職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例（平成３０年３月江東区条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

   改め文省略 （別紙 新旧対照表） 
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【附則第２項関係】江東区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成３０年３月江東

区条例第４号）の一部を改正する条例 新旧対照表 

江東区職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例（平成３０年３月江東区条例第４号） 

江東区職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例（令和５年 月江東区条例第 号）附則

第２項の規定による改正案 

本則 （略） 本則 （略） 

附 則 附 則 

１～１０ （略） １～１０ （略） 

１１ 平成３０年３月３１日において、この条

例による改正前の江東区職員の給与に関する

条例第１２条第２項第２号に該当する扶養親

族たる子のうち１人（職員に配偶者のない場

合に限る。以下「配偶者を欠く一子」という。）

を扶養することにより扶養手当を受けている

職員（同号に該当する扶養親族たる子（配偶

者を欠く一子を除く。）を扶養することによ

り扶養手当を受けているものを除く。）が、

施行日以後、引き続き、満１５歳に達する日

後の最初の４月１日から満２２歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にない配偶

者を欠く一子を扶養する場合（当該職員が改

正後の条例第１２条第２項第２号に該当する

扶養親族たる子を新たに扶養することにより

扶養手当の支給額が改定されるときを除く。）

その他これに準ずる場合には、改正後の条例

第１２条の規定及び前項の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる年度に限り、当該各号

に定める月額の配偶者を欠く一子に係る扶養

手当を支給するものとする。 

１１ 平成３０年３月３１日において、この条

例による改正前の江東区職員の給与に関する

条例第１２条第２項第２号に該当する扶養親

族たる子のうち１人（職員に配偶者のない場

合に限る。以下「配偶者を欠く一子」という。）

を扶養することにより扶養手当を受けている

職員（同号に該当する扶養親族たる子（配偶

者を欠く一子を除く。）を扶養することによ

り扶養手当を受けているものを除く。）が、

施行日以後、引き続き、配偶者を有しない場

合（江東区職員の給与に関する条例の一部を

改正する条例（令和５年 月江東区条例第 

号）の施行の日以後にあっては、配偶者及び

パートナーシップ関係（双方又はいずれか一

方が性的マイノリティであり、互いを人生の

パートナーとして、相互の人権を尊重し、日

常の生活において継続的に協力し合うことを

約した二者間の関係その他の婚姻関係に相当

すると任命権者が認める二者間の関係をい

う。）の相手方（以下「パートナーシップ関

係の相手方」という。）のいずれも有しない

場合）で、かつ、満１５歳に達する日後の最

初の４月１日から満２２歳に達する日以後の

最初の３月３１日までの間にない配偶者を欠

く一子を扶養する場合（当該職員が改正後の

条例第１２条第２項第２号に該当する扶養親

族たる子を新たに扶養することにより扶養手

当の支給額が改定されるときを除く。）その

他これに準ずる場合には、改正後の条例第１

２条の規定及び前項の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる年度に限り、当該各号に定め

る月額の配偶者を欠く一子に係る扶養手当を

支給するものとする。 
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(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

１２ 前項の規定により扶養手当を受けている

職員が配偶者を有するに至った場合その他の

同項の規定による扶養手当を受ける要件を欠

くに至った場合（当該扶養手当に係る配偶者

を欠く一子が満１５歳に達した日以後の最初

の３月３１日の経過により、当該扶養手当を

受ける要件を欠くに至った場合を除く。）に

は、その職員は、直ちにその旨を任命権者に

届け出なければならない。 

１２ 前項の規定により扶養手当を受けている

職員が配偶者又はパートナーシップ関係の相

手方を有するに至った場合その他の同項の規

定による扶養手当を受ける要件を欠くに至っ

た場合（当該扶養手当に係る配偶者を欠く一

子が満１５歳に達した日以後の最初の３月３

１日の経過により、当該扶養手当を受ける要

件を欠くに至った場合を除く。）には、その

職員は、直ちにその旨を任命権者に届け出な

ければならない。 

１３ （略） １３ （略） 

１４ 附則第１１項の規定により扶養手当を受

けている職員が配偶者を有するに至った場合

その他の同項の規定による扶養手当を受ける

要件を欠くに至った場合においては、これら

の事実が生じた日の属する月の翌月（これら

の日が月の初日であるときは、その日の属す

る月）からその支給額を改定する。 

１４ 附則第１１項の規定により扶養手当を受

けている職員が配偶者又はパートナーシップ

関係の相手方を有するに至った場合その他の

同項の規定による扶養手当を受ける要件を欠

くに至った場合においては、これらの事実が

生じた日（江東区職員の給与に関する条例の

一部を改正する条例（令和５年 月江東区条

例第 号）の施行の日前にパートナーシップ

関係の相手方を有するに至った場合は、同日）

の属する月の翌月（これらの日が月の初日で

あるときは、その日の属する月）からその支

給額を改定する。 

１５～１７ （略） １５～１７ （略） 
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令和５年１０月６日 

総 務 部 職 員 課 

 

江東区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例につい

て（概要） 

 

１ 改正の理由 

パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取扱いとするため、条例

の一部を改正する。 

 

２ 改正の概要 

1) 死亡した職員の退職手当の支給に係る遺族について、パートナーシップ

関係の相手方を加える。 

2) 失業者の退職手当※を支給される者が、同居親族と別居して公共職業訓

練を受ける場合等において、雇用保険法における寄宿手当及び移転費に相

当する金額を支給する際に、パートナーシップ関係の相手方を親族と同等

の取扱いとする。 

※失業者の退職手当：一般の退職手当及び予告を受けない退職手当の額が雇用保険法の規

定による失業給付に満たない場合には、その差額分を特別の退職手当として、失業の認

定を受けた分について支給するもの。 

 

３ 施行期日 

令和５年１１月１日 

別紙 4
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江東区職員の退職手当に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 

（遺族の範囲および順位） （遺族の範囲及び順位） 

第４条 前条第１項に規定する遺族は、次の各

号に掲げる者とする。 

第４条 前条第１項に規定する遺族は、次の各

号に掲げる者とする。 

(1) 配偶者（届出をしないが職員の死亡当時

事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者を

含む。） 

(1) 配偶者（届出をしないが職員の死亡当時

事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を

含む。）又は職員の死亡の当時において、パ

ートナーシップ関係（双方又はいずれか一

方が性的マイノリティであり、互いを人生

のパートナーとして、相互の人権を尊重し、

日常の生活において継続的に協力し合うこ

とを約した二者間の関係その他の婚姻関係

に相当すると任命権者が認める二者間の関

係をいう。）の相手方（以下「パートナーシ

ップ関係の相手方」という。）であった者 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

第４条の２～第１２条 （略） 第４条の２～第１２条 （略） 

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

８ 第１項、第３項及び第５項から前項までに

定めるもののほか、第１項又は第３項の規定

による退職手当の支給を受けることができる

者で次の各号の規定に該当するものに対して

は、それぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手

当として、雇用保険法の規定による技能習得

手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移

転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い

支給する。 

８ 第１項、第３項及び第５項から前項までに

定めるもののほか、第１項又は第３項の規定

による退職手当の支給を受けることができる

者で次の各号の規定に該当するものに対して

は、それぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手

当として、雇用保険法の規定による技能習得

手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移

転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い

支給する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前号に規定する公共職業訓練等を受ける

ため、その者により生計を維持されている

同居の親族（届出をしていないが、事実上そ

の者と婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）と別居して寄宿する者 雇用保険法第

３６条第４項に規定する寄宿手当の額に相

(2) 前号に規定する公共職業訓練等を受ける

ため、その者により生計を維持されている

同居の親族（届出をしていないが、事実上そ

の者と婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。第５号において同じ。）又はパートナー

シップ関係の相手方と別居して寄宿する者
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当する金額  雇用保険法第３６条第４項に規定する寄

宿手当の額に相当する金額 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

(5) 公共職業安定所、職業安定法第４条第９

項に規定する特定地方公共団体若しくは同

法第１８条の２に規定する職業紹介事業者

の紹介した職業に就くため、又は区長が雇

用保険法の規定の例により指示した同法第

５８条第１項に規定する公共職業訓練等を

受けるため、その住所又は居所を変更する

者 同条第２項に規定する移転費の額に相

当する金額 

(5) 公共職業安定所、職業安定法第４条第９

項に規定する特定地方公共団体若しくは同

法第１８条の２に規定する職業紹介事業者

の紹介した職業に就くため、又は区長が雇

用保険法の規定の例により指示した同法第

５８条第１項に規定する公共職業訓練等を

受けるため、その住所又は居所を変更する

者 その者及びその者により生計を維持さ

れている同居の親族又はパートナーシップ

関係の相手方の移転に通常要する費用を考

慮した同条第２項に規定する移転費の額に

相当する金額 

(6) （略） (6) （略） 

９～１４ （略） ９～１４ （略） 

第１４条～第２４条 （略） 第１４条～第２４条 （略） 

 附 則 

 この条例は、令和５年１１月１日から施行す

る。 
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令和５年１０月６日 

総 務 部 職 員 課 

 

江東区職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例について

（概要） 

 

１ 改正の理由 

パートナーシップ関係の相手方を配偶者と同等の取扱いとするため、条例

の一部を改正する。 

 

２ 改正の概要 

職員が赴任に伴う移転の際、扶養親族が随伴する場合に支払われる扶養親

族移転料(交通費等)等の支給対象にパートナーシップ関係の相手方を加える。 

 

３ 施行期日 

令和５年１１月１日 

別紙 5
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江東区職員の旅費に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 

第１条 （略） 第１条 （略） 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 扶養親族 職員の配偶者（届出をしない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父

母及び兄弟姉妹で主として職員の収入によ

つて生計を維持しているものをいう。 

(6) 扶養親族 職員の配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。）又はパートナーシップ関係（双方又

はいずれか一方が性的マイノリティであ

り、互いを人生のパートナーとして、相互の

人権を尊重し、日常の生活において継続的

に協力し合うことを約した二者間の関係そ

の他の婚姻関係に相当すると任命権者が認

める二者間の関係をいう。）の相手方（以下

「パートナーシップ関係の相手方」とい

う。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹

で主として職員の収入によって生計を維持

しているものをいう。 

(7) （略） (7) （略） 

(8) 遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父

母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職員

と生計を一にしていた他の親族をいう。 

(8) 遺族 職員の配偶者（届出をしないが職

員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者を含む。）又は職員の死亡当時パ

ートナーシップ関係の相手方であった者、

子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職

員の死亡当時職員と生計を一にしていた他

の親族をいう。 

２ （略） ２ （略） 

第３条～第４２条 （略） 第３条～第４２条 （略） 

別表第１・別表第２ （略） 別表第１・別表第２ （略） 

 附 則 

 この条例は、令和５年１１月１日から施行す

る。 
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